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【終わりに】 
地域全体が理想とするような形で住民力を発揮するにはまだまだ時間がかかると思われます。し

かしこのような流れを確実に醸成してゆくためには、志の高い地域に対して選択的集中的な支援を

行うことで成功体験を得、それを模範として顕彰するなど、分かりやすい評価をすることが必要で、

市民全体のモチベーションを高めるためには行政として常に応援し、関わることが必要で、行政組

織の中に防災担当部局とは別に市民活動推進担当のような専任の部隊が必要なように思います。 
いずれにしても、新潟市の試みは国内でも先進的なものですので、ぜひ実践活動の中から得られ

た知見を全国に発信していただきたいと思います。 
以上 
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犠牲者ゼロを目指した住民力の強化による 
安全安心なまちづくり方策に関する調査 
（その２：新潟市における社会実験等） 
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